
（別紙様式２－１）                                     （県立高等学校・中学校用） 
 

（熊本県立上天草高等 ）学校 令和６年度（２０２４年度）学校評価計画表 
 

１ 学校教育目標 
○学校の魅力化特色化の推進による入学者増加に向けた取組、広報活動の充実化 
○「地域との協働による高等学校教育改革推進事業（地域魅力化型）」の深化及び「クリエイ

トハイスクール事業」「総合型コミュニティ・スクール」「スーパーグローカルハイスクー
ル事業」の推進 

○新しい時代や生活様式に適切に対応した教育活動の実践 

 

２ 本年度の重点目標 
１ 学習指導の充実 

（１）新しい学習指導要領の理念（主体的・対話的な深い学び）を意識した授業実践 
   （「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実） 
 （２）ＩＣＴの積極的活用（効果的な授業の相互授業参観等の実施） 
 （３）自学自習の習慣化及び読書指導（朝読書の充実）等による基礎学力の定着 
 
２ 進路指導の充実 
 （１）大学入試改革の動向を見据えた国公立大学等進学希望者への進学資料提供並びに外部

講師等による講演会や各種説明会等の機会拡充 
  （２）雇用環境の激変に対応する就職に関する情報の適切な提供及び企業や公務員等希望者

へのガイダンス及び面接指導の充実 
 （３）インターンシップ、ボランティア活動等の体験活動への積極的参加 
 
３ 生徒指導の充実 

（１）マナーの徹底（端正な制服着用・頭髪、挨拶の励行、品位ある言葉遣い） 
 （２）生徒会活動の活性化（自主・積極的活動の推進） 
 （３）部活動の指針を踏まえた部活動の活性化（部活動の奨励、計画的・継続的指導の充実

） 
 
４ 健康教育・安全教育の充実 
   衛生意識向上への取組と感染症対策の徹底 
 
５ その他 
 （１）人権教育の視点に立った特別支援教育の組織的対応の推進 
 （２）広報活動の充実（ＨＰ・インスタグラム・メール配信・広報誌等による情報発信の充

実） 
 （３）地域や中学校との連携の強化（学校説明会、体験入学、部活動交流、総探の取組等の

充実） 
 （４）体育大会、文化祭、上天草バザール等の学校行事の充実（地域や育友会との連携） 

 
 

３ 自己評価総括表 
評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 
成果(●)と課題（▲

） 大項目 小項目 

 
学校経
営 

魅力特
色ある
学校づ
くり 
 
 
 
 
 
 
 

◇持続可能
な地域社会
づくりに貢
献する人材
の育成 
 
 
 
 
 
 

○地域課題解決、
地域人材育成のカ
リキュラム完成と
、その内容の検証
を行う。 
○教科横断の分析
力・思考力の育成 
通して生徒の問題
解決能力や創造性
を高める。 

・上天草プロジ
ェクトを中心と
した「聞く」「
話す」「表現す
る」プロジェク
トの取組を推進
する。 
・総合選択制や
上天学、各科の
特色ある取り組
みの充実を図る
。 

 
 

Ａ 

・上天草プロジェ
クトや総合選択、
上天学の授業を通
して、発表やプレ
ゼンテーション、
ゼミ活動を実施す
ることができた。 



◇広報活動
の充実 
 

○本校の教育活動
や生徒の様子をタ
イムリーかつ継続
的に発信し、魅力
を伝える。 

・中学生対象の
体験入学、高校
での学び講座の
開催、広報活動
を充実する。 
・ホームページ
やSNSを活用し
た、積極的な情
報発信する。 
 

 
 

Ａ 

●HP、SNSの更新が
頻繁に行われ、生
徒の活動の様子を
広く発信すること
ができた。 
▲編集作業を担当
できる者が少なく
、編集者が偏り負
担感が増した。 

学び合
い高め
合い支
え合う
職員集
団 
 
 

◇資質向上 
◇職員研修
の実施 
 

○専門性・教科指
導力の向上研究授
業の積極的に実施
する。 
○職員研修の計画
的実施と内容を充
実（各定期考査期
間１以上、長期休
業中に1回以上実
施）する。 
○全国教員研修Pl
antを活用し各自
の研修推進と管理
を行う。 

・校外研修への
積極的参加を促
す。 
・短時間の職員
啓発研修および
長期休業中に研
修を行う。 
・教員のPlant
の準備、活用の
研修により各自
振り返りと充実
をはかる。その
他の職員におい
ても昨年通り記
録を行う。 

 
 

Ａ 

●希望した校外（
県内）・オンライ
ン(県外も含む)研
修には参加するこ
とができた。 
●職員研修は、定
期考査中の研修は
行わず、長期休業
中や朝会を活用し
た。年間２４回実
施した。 
▲Plantの準備､始
動はできたが入力
や活用に課題が残
った。 

保護者
（育友
会）と
の連携
・協力 

◇育友会活
動の活性化 
 

○育友会総会、バ
ス保護者会総会、
各研修会・学校行
事への保護者の参
加を増やし、保護
者の学校への関心
を高める。（総会
出席率７０％以上
） 
〇「すぐーる」に
よる連絡を周知す
る。開封率８０％
以上を目指す。 

〇総会や研修会
・学校行事など
について、保護
者へ最低１か月
前に周知する。 
〇「すぐーる」
による連絡の回
数増加、またリ
マインドを行う
。 

 
 

Ｂ 

●保護者への連絡
は、育友会総会を
除き１ヶ月以上前
に案内をすること
ができた。育友会
役員会、文化祭や
長距離走大会の炊
き出し、五橋祭巡
回などは高い出席
率であった。 
●「すぐーる」を
併用した連絡体制
が構築できた。 
▲育友会総会の出
席率は６０％、バ
ス総会は５５％と
低調だった。 

業務改
善・働
き方改
革 

◇超過勤務
時間の縮減
及び年休取
得日数の向
上 

○月の超過勤務時
間の年間平均R5年
度２６．６時間を
２５時間に減少す
る。 
○年休取得日数平
均が１２日を継続
する。 

・考査期間は定
時退勤週間とし
て設定する。 
・業務の平準化
及び時間外業務
見直しを行う。 
・代休及び年休
取得を促す。 

 
 

Ａ 

●衛生推進委員会
で勤務状況報告し
、常時議事録を職
員室に掲示した。
●昨年同様全国労
働安全衛生週間及
び定期考査期間中
は本校のノー残業
週間に設定した。 
●年休取得日数は
４月～１月当初で 
平均１５日達成。 
▲超過勤務は１月
までで２６．６時
間。 
▲教科によっては
教員不足があり、
年間を通して、職
員には授業及び校
務上の負担が生じ
た。 



 
学力向
上 

授業の

充実、

分かる

授業の

実践 
 

 

◇指導力の
向上  
 
 
 
 
 

○授業第一主義、
主体的・対話的な
深い学びを意識し
た授業を実践する
。 
 
 
○公開授業を年に
２回、研究授業を
年に１回実施する
。 
 
 
 
 
 
○学校評価アンケ
ートにおける生徒
の肯定的評価７０
％以上を目標とす
る。 

・生徒の意欲を
高める授業を目
指す。 
・ICT等機器を
活用した授業を
実践する。 
・スーパーティ
ーチャーの積極
的活用。 
・公開授業週間
、研究授業の積
極的な活用（各
教科年１回以上
の研究授業と合
評会の実施）す
る。 
・職員の相互評
価を通して、指
導力向上を目指
す。 
・年２回の授業
評価アンケート
を活用し授業改
善を目指す。 
 

 
 

Ａ 

●商業科において
習熟度に応じた授
業展開ができた。 
●電子黒板やchrom
ebook等を活用した
授業が実践できて
いる。 
●３学期にスーパ
ーティーチャーを
招く予定であり、
資質向上につなげ
ていく。 
●１・２学期に公
開授業週間を設定
し、２学期には研
究授業を実施する
ことができた。目
標の設定や、新し
いICT活用の授業も
あり、授業力向上
につながる取り組
みとなった。 
▲公開授業の様子
をHPで発信するこ
とができたが、外
部からの参観者増
にはつながらなか
った。 
●学校評価アンケ
ートにおいて、授
業に対する生徒の
肯定的評価は９０
％を超えた。 
●１・２学期に授
業評価アンケート
を実施し、授業改
善につなげること
ができた。 

基礎学
力と学
習習慣
の定着 
 

◇確かな学

力の育成に

基づくキャ

リア教育 
◇家庭学習
の習慣化 
 

○各部会・学年会
・教科会による多
方面からの学力充
実を目指す。 
○家庭学習の習慣
化を図る。 
○学校評価アンケ
ートにおける生徒
の肯定的評価５０
％以上を目標とす
る。 

・適切な予習・

復習指導を行

う。 

・課題の計画的

配付・家庭学習

時間調査による

生徒の実態把

握、ホームルー

ムや授業での周

知・啓発 

・各授業担当者

が１人１台端末

やスタディサプ

リ等を活用した

課題配信を行

う。 

 

Ｂ 

▲家庭学習の取り組

み状況に差があり、

学校評価アンケート

において、生徒の肯

定的評価も４４％で

あった。 

●スタディサプリ等

を活用した課題配信

を実践することがで

きた。 

読書習
慣の育
成を通
して、
豊かな
教養と
人間性

◇図書館を
活用した人
材育成 
◇情報リテ
ラシーの向
上 
   "

○朝読書の徹底 
○生徒が利用しや
すい図書館にする
。 
 
○授業における図
書館の活用（各授

・図書館での朝
読書 
・積極的な広報
活動を行う(図
書便り、文化祭
企画）。 
・生徒のリクエ

Ａ 
 

●図書館での朝読

書活動はできた。

●積極的な広報活

動はできた。 



の涵養   業で積極的に図書
館内の資料・情報
を活用する） 

ストに基づく新
刊入荷。 
・教科の学習内
容と連携した書
籍を購入する。 
・デジタルとア
ナログのバラン
スの取れた情報
収集・活用の啓
発活動を行う。 

●生徒のリクエス

トに基づく新刊入

荷はできた。 
●教科と連携した
書籍購入ができた
。 

キャリ
ア教育
( 進 路
指導) 

系統的
キャリ
ア教育
の推進 

◇キャリア
教育体制の
確立 
◇勤労観・
職業観の育
成 
 

○３か年を見通し
た進路指導計画を
作成し、確実に実
践する。 
 
 
 
 
○外部機関と連携
し職業・職業観の
醸成や能力・技能
の向上を図る。 

・進学ガイダン
ス・大学出張講
座、卒業生の上
級学校説明会な
どを実施する。 
・キャリアパス
ポート・手帳等
を活用し、自分
の強みや能力向
上を図る。 
・出張講座、一
般企業の方との
面接練習会、新
社会人セミナー
などを実施する
。 

 
 

Ａ 

●外部と連携した
講座等は全て実施
することができた
。 
▲手帳は配付して
いるが、上手く活
用する方法論につ
いては伝えられな
かった。 

◇３年間の
系統的指導 
 

○生徒一人一人の
希望・適性・時機
に沿う進路情報を
提供する。 
○模擬試験等を活
用し汎用的な学力
を育成する。 

・進路希望調査
や、模擬試験の
結果を活用して
学年や教科と連
携する。 
・模試と連動し
た学習動画等を
活用し、基礎学
力の定着や応用
力の育成を図る
。 

 
 

Ａ 

●進路希望調査を
基に面談を実施し
た。模擬試験等の
結果を用いて研修
会などを実施した
。学習動画配信用
のスタディサプリ
の使用時間が前年
度よりも増加した
。 

進路意
識の向
上 
 

◇学年に応
じた進路指
導 
 

○幅広い進路に対
応できる基礎学力
及び応用力を身に
つけさ 
 せる。 
○職員研修を実施
し、進路指導の実
践力を向上させる
。 

・ICT機器を活
用し、各進路先
で求められる進
路情報を時機に
応じて提供する
。 
・最新の入試情
報や就職状況を
分析した情報を
提供する。 

 
 

Ａ 

●就職・進学希望
者ともに外部機関
のアプリを利用し
て進路情報を提供
することができた
。「進路だより」
等を用いて今年度
の分析結果を伝え
ることができた。 

◇面談（進
路相談） 
 の充実 
 

○３年生の進路決
定100％を目指す
。 
〇外部機関からの
進路情報を職員全
体で共有し、個々
の生徒の進路指導
に生かす。 

・管理職・進路
指導主事・キャ
リアサポーター
など、様々な立
場の職員が個人
面談を行う。 
・個人面談によ
る情報を全職員
で共有し、生徒
の適性に応じた
進路に関するア
ドバイスを行う
。 
・進路に関する
正確な情報を生
徒や保護者に時
機に応じて提供
する。 

 
 

Ａ 

●生徒は様々な立
場の方と面接練習
や面談をしてもら
っていた。このこ
とが、採用試験や
入学試験の好結果
につながっている
。 
●個人面談を行い
、生徒の進路希望
や適性等の情報を
共有できた。 
●朝会資料、Class
room、進路検討会
、講話等を通して
、先生方や生徒に
進路情報を提供す
ることができた。 



 
生徒指
導 
 

生徒の
規範意
識の向
上 
 

◇基本的生
活習慣の確
立と社会人
の 基礎と
なる 整容
指導 
 

○４回の服装・頭
髪検査中で全員合
格の回を実現する
。 

・登校指導にお
いて挨拶と服装
指導を行う。 
・授業時の挨拶
において服装を
整える時間を設
ける。 

 
 

Ｂ 

●年間を通して生
徒昇降口で登校指
導を行うことがで
きた。 
▲整容指導におい
て、全員合格は実
現できなかった。
整容項目のチェッ
クのみだけでなく
、講話等の実施や
セルフチェックシ
ートなどの作成な
ど効果を検証して
いく必要がある。 

◇各種法令
・法規に基
づいた指導
の徹底  

○特別指導、いじ
め、交通事故・違
反、貴重品の盗難
等の件数を１０件
以内とする。 

・規範意識の向
上を目指した呼
びかけを行う。 
・定期的に二重
ロック点検を実
施する。 

 
 

Ｂ 

●特別な指導２件
、いじめ２件、交
通事故２件、盗難
等０件であり、生
徒は落ち着いて学
校生活をおくるこ
とができた。 
▲現在は防犯の必
要性が低い環境で
あるため、いかに
して防犯意識を高
めるか、卒業後を
想定して手立てを
講じたい。 

生徒会
活動の
充実 
 

◇自発的な
生徒会執行
部の活動 

○生徒会主催行事
等において、生徒
が自発的にアイデ
アを出し企画・運
営を行う。 
○部活動への加入
者の増加と充実（
加入率７５％）を
目指す。 
 
○ボランティア活
動の参加者率向上
とボランティア活
動の機会確保(ボ
ランティア活動の
参加者率６５％以
上)を目指す。 

・定期的に生徒
会役員によるミ
ーティングを行
う。 
 
・各部活動の活
躍を生徒会通信
やホームページ
等で発信する。 
・中学生体験入

学や４月の対面

式において、工

夫した部活動紹

介を実施する。 
 
・教室掲示やCh
romebookを活用
し、積極的な参
加を呼びかける
。 

 
 

Ａ 

●文化祭では自発
的な企画・運営に
より生徒や教員か
らアンケートで高
い評価を受けた。 
●定期的なミーテ
ィングではcanvaを
用いたいじめ撲滅
ポスター作成やク
ラスルームでのア
ンケート作成などI
CTを活用すること
ができた。 
●ホームページや
インスタグラムで
積極的に広報に力
を入れることがで
きた。 
▲ボランティアの
参加者が伸び悩ん
だため、次年度の
課題にしたい。 

人権教
育の推
進 
 

部落差
別（同
和問題
）を中
心とし
た様々
な人権
問題の
理解 
 

◇部落差別
（同和問題
）学習ＬＨ
Ｒ 
◇様々な人
権問題学習 
◇差別を見
抜き、差別
を許さない
人間の育成 

○部落差別（同和

問題）をはじめと

する様々な人権問

題について学習し

て理解を深め、生

徒が問題解決に向

けて主体的に取り

組む姿勢を育む。 

○講演会など研修

の機会を設け、正

しい情報を得るこ

とで知識を深め

・ＬＨＲの内

容、年  間計画

について、人権

教育推進委員会

で検討する。    

・人権教育ＬＨ

Ｒ実施後、生徒

アンケートや学

年会の振り返り

により課題を確

認し、改善へと

繋げる。    

 

 

Ｂ 

●今年度の人権教育

ＬＨＲの計画につい

て、昨年度末の人権

教育推進委員会で検

討・計画したことに

よって、スムーズに

実施でき、その内容

も充実したものとな

った。 

●熊本県人権教育・

啓発基本計画（第４

次改訂版）による重



る。 ・県の研修支援

事業等を活用す

る。  

要課題のうち「水俣

病をめぐる人権」に

ついては、水俣病セ

ンター相思社より講

師を迎え、講話とワ

ークショップを実

施。教師も生徒も正

しい知識を再確認す

ることができた。 

▲人権教育ＬＨＲで

アンケートや感想の

まとめはできた。今

後は振り返りのた

め、実施後の人権教

育推進委員会を開催

したい。                               
職員の
人権感
覚の醸
成 
 

◇職員研修
を通して知
識を深める
とともに人
権感覚を養
う 
  
  

○校外研修へ積極

的に参加する。 

○熊本県人権教育

・啓発基本計画

（第４次改訂版）

による重要課題を

中心に研修の機会

を設ける。 

・部落差別(同

和問題）を中心

にした職員研修

を実施する｡ 

・外部講師を招

聘し研修を実施

することで職員

の人権感覚を醸

成する。 

・熊本県教育委

員会作成の人権

教育推進資料を

積極的に活用す

る。 

 

 

Ｂ 

●県人権同和教育課

主催の「人権教育研

修支援」を活用して

職員研修を実施。教

職員の人権感覚の向

上をはかることがで

きた。    

▲推進委員以外の職    

員や保護者にも校外

研修の案内をした

が、参加まで繋げる

ことができなかっ

た。   

命を大
切にす
る心を
育む指
導 
 

◇自他の生

命を尊び大

切にしてい

こうとする

態度を養う 

◇自らの在

り方生き方

を学ぶとと

もに、夢や

目標を持ち

その実現に

向けて努力

する態度の

育成を図る 

○行事等で生徒が

自尊感情を高め、

自己実現を図るた

めの在り方生き方

について学ぶ視点

をとり入れる。      

〇対人関係や学校

生活によるストレ

スを解消し、健全

な体と心を育む。 

 

・標語やポスタ

ー作成に全校生

徒で取り組むこ

とで自他の命を

大切にする心を

育む。   

・ボランティア

活動や資格取得

に挑戦させるこ

とで達成感を得

させ、自己肯定

感を高める｡ 

・ＳＣ等の専門

家による講演会

の早期実施。 

 

 

Ｂ 

 

●全校生徒で標語

の作成に取り組む

ことで自他の命を

大切にする心を育

むことができた。   

●ボランティア活

動や資格取得に挑

戦させることで達

成感を得させ、自

己肯定感を高める

ことができた｡ 

▲ＳＣ等の専門家

による講話を１年

から３年まで系統

立てて計画、実施

することで更なる

効果を得たい。 
いじめ
の防止
等 

いじめ
を許さ
ない学
校づく
り 
 

◇いじめの
未然防止・
早期発見・
対応 

○職員の相談体制
づくりと危機管理
意識を向上する。
       
○問題発生時には
適切かつ迅速に対
応する。 

・生徒理解研修
やいじめ防止と
組織対応につい
て職員研修を実
施する。 
・いじめ問題へ
の対応マニュア
ルの定期的な見

 
 

Ａ 

●いじめ対応やス
クールサイン等、
担任や保護者、各
部署、ＳＣを含め
て組織で速やかに
対応することがで
きた。 
▲記録の徹底を図



直しを行う。 り、初期対応をさ
らにスムーズにし
ていく。 

いじめ
防止の
取組 
 

◇いじめ防
止関連の各
種行事等の
実施 

○行事等を通して
、いじめ防止の認
識を深める。  
    

・いじめ防止全
校集会を実施す
る。 
・いじめ防止の
標語等に全校生
徒で取り組む。 

 
 

Ａ 

●学校外の機関に
よる講話や生徒指
導部による講義を
実施し、情報モラ
ルの観点を含めた
視点でいじめ防止
に取り組むことが
できた。 
▲生徒（生徒会）
によるいじめ防止
のための啓発活動
を行っていく。 

保健環
境 

保健教
育の充
実 
 

◇保健指導 
  

○感染症拡大防止
のための取組を充
実する。 
○健康教育を充実
する。 
○健康診断実施後
の治療率の向上を
図る。 
 

・生徒保健環境
委員による感染
症予防のための
環境整備を月1
回行う。 
・性教育、薬物
乱用防止教育に
関して、年1回
の講演会を実施
する。 
・健康診断後必
要な生徒に対し
て、学期１回個
別の保健指導を
実施する。 

 
 

Ａ 

●クラス単位で感
染予防に取り組ん
だ。保健環境委員
は環境の点検及び
整備を月１回以上
行った。 
●各講演会を行う
ことができた。 
●学校行事のタイ
ミングで個別の保
健指導を行った。
健康診断の事後指
導も継続中である
。学年や教科担当
と情報共有もでき
た。 

◇心身の健
康問題を抱
える生徒へ
の支援 

○組織的な支援の
充実を目指す。 
〇個別対応の充実
を図る。 

・毎週の部会、
学年会で情報を
共有し、ＳＣ活
用等の早期支援
を行う。 
・日々のファイ
ルを利用して健
康観察を行う。 

 
 

Ａ 

●毎週の部会、学
年会で生徒情報を
共有し、積極的に
ＳＣ利用を促し、
支援に繋げること
ができた。 
●朝のSHRで生徒保
健環境委員が担任
とともに健康観察
を行い、その結果
を記入したファイ
ルを保健室の担当
者に提出し確認す
ることができた。 

環境教
育の推
進 
 

◇学校版環
境ＩＳＯの
取組 

〇安全・安心な環
境整備を行う。 
 
 
 
 
〇掃除用具の整理
・整頓を行う。 
 
 
 
 
 
〇節電に向けた取
組を実施する。 

・校内安全点検
を毎月行い、問
題箇所の早期発
見、解決に努め
る。点検実施率
は80％以上とな
るよう職員に呼
びかける。 
・保健環境委員
会による掃除用
具の点検を毎月
一度行う。 
・年２回校内美
化コンクールを
実施し生徒の美
化に関する意識
を向上させる。 
・毎月の電力消
費量を調査､公
表し､節電意識

 
 

Ａ 

●毎月校内安全点
検を実施し、多く
の危険箇所を把握
し、対処できた。
点検実施率は平均9
1％であった。 
●掃除用具点検は
校内安全点検時に
行い、常に掃除用
具が整理整頓され
て状態であった。 
●年２回の美化コ
ンクールが実施で
きた。学校評価ア
ンケートでは掃除
を頑張っているこ
とに対して｢そう思
う｣と 53.8％が回
答し質問項目の中
で最も高い値であ



を向上させる。 り、美化意識の向
上につながった。 
▲新型コロナウイ
ルス感染症問題が
生じた以降、健康
第一で取り組んで
きたことから、節
電に関しては消極
的な取組で終わっ
た。 

危機管
理体制 
 

◇職員の危
機対応能 
力の向上 

○災害時の役割分
担を常に確認でき
るようにする。 
〇職員研修や不祥
事の具体的な事例
紹介により、危機
管理に対する意識
を持たせるととも
に事件・事故への
適切な対応ができ
る。 

・危機管理マニ
ュアルの改善・
整備を行う。 
・短時間の研修
を活用し、定期
的に職員の行動
の振り返りや注
意喚起を行うこ
とで不祥事防止
に努める。 

 
 

Ａ 

●落雷、弾道ミサ
イルの二つの項目
について、新規に
マニュアルを追加
作成できた。土砂
災害警戒区域、高
潮についてのハザ
ードマップを作成
できた。 
●完成したマニュ
アルを学校HPにア
ップすることで、
職員が紙面で保持
するのではなく、
緊急時は携帯から
確認することがで
きるようになった
。 

◇自然災害
に対する対
策の確立 
 

○自然災害に対す
る危機意識の向上
と訓練を実施する
。 
○災害時のマイタ
イムラインの作成
方法を、生徒・保
護者に周知し、８
割以上の生徒に作
成させる。 

〇防災マニュア
ルを一部改訂し
、全職員に周知
する。 
○避難訓練の際
に全生徒に、「
すぐーる」を用
いて全保護者へ
周知する。 

 
Ａ 

●上記の通り、防
災便りの更新と周
知は完了した。 
●全校生徒のマイ
タイムラインの作
成が完了した。 
●避難訓練の内容
をより実践的な内
容になるように工
夫し、緊張感を持
った訓練を行うこ
とで危機意識の向
上ができた。 

特別支
援教育 
 

生徒理
解の充
実 
 

◇生徒一人
一人の教育
的ニーズを
把握した支
援体制の整
備 
  

○生徒理解研修を
とおし、職員の共
通理解を図る。 
 
 
○個別の教育支援
計画および個別の
指導計画の作成、
活用する。 

・学期１回、個
別の計画も含め
た生徒理解研修
、年２回心配な
生徒の情報共有 
を行う。 
・特別支援教育
校内委員会を学
期１回実施し、
合理的配慮を検
討する。 

 
 

Ｂ 

●１学期は中学校
からの引継ぎ内容
、２学期は新しく
計画を作成した生
徒を中心に、３学
期は計画がなくて
も情報共有が必要
な生徒を含めて、
生徒理解研修を実
施した。 
▲校内委員会は実
施したが、合理的
配慮について、内
容を深めることが
あまりできなかっ
た。一方で、教科
担当者会を実施す
ることにより、そ
こで手立ての工夫
を話し合うことが
できた。 

外部と
の連携 
 

◇生徒一人
一人の教育
的ニーズに

○小・中学校や地
域の高校、支援学
校との情報交換を

・３月に入学前
中学校訪問を実
施する。 

 
 

Ａ 

●大矢野、松島、
姫戸、各ブロック
の会議に参加する



応じた支援
策の検討 
  

行う。 
 
 
○関係機関にいつ
でも相談できる体
制づくりを推進す
る。 

・上天草地域の
ブロック会議に
年に２回以上参
加する。 
・公開授業を活
用し、巡回指導
員へ支援策につ
いての助言を求
める。 
・SSWとのケー
ス会議を行う。 

ことができた。公
開授業では、巡回
指導員に生徒の様
子を見ていただく
ことができた。SSW
には、受診や手帳
の申請等、様々な
場面で付き添って
いただき、その都
度ケース会議を開
くことができた。
福祉就労を目指す
生徒について、外
部機関の支援を受
けスムーズに進め
ることができた。 
▲児童養護施設か
らきている生徒に
ついて、中学校と
の情報交換だけで
は、把握が難しく
、今年度情報交換
会を実施した。来
年度も定期的に実
施したい。 

地域連
携(ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰﾙなど
)  

地域と
の連携 
・協力 
 
 
 
 
 
 

◇地域や小
・中学校と
の連携の強
化と情報の
共有   
      

○学校運営協議会
を実施（年２回）
する。 
○保護者アンケー
トによる肯定的評
価８０％以上）を
目指す。 

・地域や中学校
への情報提供と
交流に努め、本
校教育への理解
と協力を得る。 
・外部講師招聘
及びフィールド
ワークを積極的
に実施する。 
・地域や大学、
研究機関、中学
校との連携を強
化する。 

 
Ｂ 
 
 

●上天草市全中学
生及び職員に向け
た広報チラシを２
カ月１回配付し、
広報活動を行うこ
とができた。 
●学校に対する保
護者の肯定的評価
について概ね80％
を超えている。 
●小学校へ福祉体
験の出前講座を４
回実施することが
できた。 
●福祉科の介護Ｒ
ＥＢＯＲＮプロジ
ェクトを通して各
施設職員と介護技
術向上を目指し取
り組むことができ
た。 
●地域の介護予防
事業に参加して地
域住民と交流を深
めることができた
。 
▲総探において、
上級学校との連携
が少なく、学習の
深化の機会が図れ
なかった。 

◇上天草市
、企業との
連携の強化
と情報共有 
 

○魅力向上のため
の包括支援協定検
討委員会と定期協
議会を実施する。 
○スキルアップに
関する包括連携協
定の定期協議会を
実施する。 

・定期的な検討
委員会による連
携支援の具現化
に努める。 
・取り組み効果
の検証及び改善
を行う。 

 
Ａ 

●定期会議を実施
し、関係機関との
連携を図り、魅力
化のための体制づ
くりを推進するこ
とができた。 
●地域企業と連携
を図り介護技術を
深める取り組みが



できた。 
●福祉科oneteamプ
ロジェクトを通し
て他校及び大学と
連携を図ることが
できた。 

 
 
 
 
 


